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令和 8 年 3 月に実施しました、自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いま

した。「教育理念・目的・目標」以下６項目にわたり、学内で評価された問題点とその改善のための方策

並びに両者に関する関係者からの評価と助言を掲載します。

１．教育理念・目的・目標 

【課題】

教育理念・目的・目標に関する自己点検評価では、「満たしている」が６件と大半を占めており、「概

ね満たしている」は１件、「満たしていない」は０件であった。

そのため、本校の教育理念を踏まえた目的および目標、ならびに養成する人材像が明確に設定されて

いることが確認できる。教育理念は学園の教育目標や社会的要請を基盤としており、専門学校として果

たすべき役割や教育の方向性が具体的に示されている。また、教育目的・目標は、教育課程や教育活動

全体と整合性が図られており、学生に修得させる知識・技能・態度が体系的に整理されている点は評価

できる。一方で、「概ね満たしている」との評価も一部に見られることから、教育理念や人材像の内容が、

学生や非常勤講師を含む教職員全体に十分浸透しているかという観点では、引き続き検証が必要である。

今後は、理念と実際の教育活動との結びつきをより一層明確にし、教育の質保証につなげていくことが

求められる。

【今後の改善方策】

明確に設定されている教育目標を、教育活動のあらゆる場面において実効性のあるものとして機能さ

せていくことが重要である。そのため、教育理念や養成する人材像について、教職員間での共有を一層

推進し、教育課程の編成や授業内容、学生支援との関連性を定期的に確認する機会を設ける。

また、経験年数の浅い教員や非常勤講師に対しても理念や教育方針を丁寧に説明し、共通理解の下で

教育が実践される体制を整えることが求められる。さらに、学生に対してもオープンキャンパスや入学

前オリエンテーション等で教育理念や目標を分かりやすく伝え、学修意欲の向上や主体的な学びにつな

げる。加えて、社会や産業界の変化を踏まえ、教育目標や人材像の妥当性について継続的に点検・見直

しを行い、時代に即した教育目標の実現を図る。

【関係者評価】

 教育理念・目的・目標については、体系的に学生に向けての学則や学生便覧、教職員に向けての学園

学校運営計画書等に明文化されていることで、周知徹底されていることは評価できる。経験年数の浅い

教員や非常勤講師に対しても丁寧な説明を徹底し、共通的な理解による連携を深めてほしい。さらに、



入学前や入学後に学生や保護者に対しても、丁寧で分かりやすい説明をお願いしたい。

２．教育課程、教育の実施、学修成果 

【課題】

 教育課程、教育の実施、学修成果の自己点検評価では、教育課程の編成、教育の実施、単位・卒業認

定、学修成果の達成状況の各項目で「満たしている」が３～６件、「概ね満たしている」が１～４件、「満

たしていない」は 0件であった。 

「概ね満たしている」にとどまっている、学校の目的・目標および養成する人材像に沿った教育活動が

全体として適切に運営されているか、また、授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技な

ど、適切な授業形態で教育が実施されているかは、令和 8 年度からの単位制への移行に伴う教育編成等

の再検討が進められていたことが一因であると考えられる。 

企業等と連携した実習・演習の実施や、卒業認定方針に基づく進級認定・卒業認定は高い評価を得てお

り、実践的職業教育の充実が図られている点は本校の強みである。さらに卒業生の来校による講演を実

施しており、実際の現場における仕事内容を具体的に学ぶ機会につながった。。

【今後の改善方策】

現行の教育課程および教育実施体制の強みを維持・発展させつつ、学修成果の質保証を一層推進する

必要がある。そのために、各学科・コースにおける到達目標をより具体化し、授業科目ごとの評価基準

や成績評価方法の統一と可視化を図る。特に、単位制への移行に伴い、シラバス、成績評価、卒業認定

の方法について学生が理解しやすい説明を行う必要がある。また、資格取得状況や就職実績などの学修

成果を分析し、その結果を授業改善や教育課程の見直しに反映させるPDCAサイクルを強化する。さらに、

企業等との連携を継続・深化させ、教育目標と実習内容の整合性を高めることで、より即戦力となる人

材の育成を目指す。

【関係者評価】

各業界に共通して求められる力として、専門知識や技術力だけでなく、相手と会話する力、分からな

いことを自分の言葉で伝える力、状況に応じて柔軟に対応する力が重要である。在学中から発表やグル

ープワークの機会を増やすことが有効である。特に、挨拶や電話応対などの基本的な行動について、単

に「必要である」と伝えるだけでなく、それが社会でどのように役立つのか、学生が納得できる形で伝

えることが有効である。医療・会計・情報処理のいずれの分野においても、利用者、患者、顧客、企業

担当者などと接する場面があり、相手の質問に対して分からないときに聞き返す力や、止まらずに次の

行動へ移る力が重要である。

また、就職先を初任給や休日数だけで判断するのではなく、業務内容、働き方、将来的な成長、本人

の興味・適性を踏まえて選択できるよう、学校側で丁寧に指導して欲しい。また、生成 AI 等の発展によ

り、今後必要とされる職業能力が変化していく中で、課題を見つける力、考え抜く力、チームで働く力、

デジタルを活用する力を身に付けさせる教育が重要であるため、是非カリキュラムに織り込んでもらい

たい。



３．学生の受け入れ、学生支援 

【課題】

学生の受入れおよび学生支援に関する自己点検評価では、「満たしている」が３件～６件、「概ね満た

している」が１件～４件、「満たしていない」が０件であった。入学者の受入れから学生生活、キャリア

支援に至るまで、一定水準以上の体制が整備されていることが確認できる。

特に、入学者受入れ方針や選考方法の明確化、定員管理の適正な運用については高い評価を得ており、

公正性・透明性を確保した学生募集が行われている。学習支援、学生相談、健康管理、経済的支援、就

職支援についても、必要な体制が整備され、安定的に運用されている点は評価できる。一方で、多様な

学生への支援に関しては「概ね満たしている」にとどまる項目も見られ、今後の対応が求められる分野

である。

【今後の改善方策】

学生支援体制の充実を図るとともに、多様化する学生ニーズへの対応力を高めることが重要である。

入学者のうち約９割が AO 入学の方法を選択している。そのため入学前教育については、AO 入学者の場

合「早期チャレンジプログラム」を用意しており、希望者は入学前から各種資格試験等の学習を始めら

れる体制が整備されている。わからないところは LINE を活用した個別対応の充実を図ることで、学修

意欲の向上と円滑な修学につなげている。

また、学習・生活・進路に関する相談体制については、教職員間の情報共有を強化し、早期対応を可

能とする支援体制を構築する。さらに、将来的に障がいのある学生等が学習できる仕組みづくりを段階

的に進める。例えば入学前より問題を抱え精神的に登校できない学生に対し学習機会を確保するよう、

通信制コースの設置等検討を進めていく。これらの取り組みを通じてすべての学生が安心して学び、成

長できる教育環境の整備を一層推進する。

【関係者評価】

メンタル面の課題について、学校内だけで抱え込むのではなく、外部の専門家、NPO、福祉・心理分

野の有資格者等と連携し、継続的に相談できる仕組みを整えることが望ましい。

また、学生が困ったときにどこへ相談すればよいか分かるよう、相談窓口や支援機関の一覧を整理し

ておくこと、学校法人全体として相談体制を整えることも有効である。

オンライン授業は出席や学習継続の支援として有効である一方、卒業後に社会へ出る際には対面での

コミュニケーションが求められるため、単位取得だけでなく、本人がどの段階まで回復・自立を目指す

のか、保護者も含めて目標を共有することが重要である。併せて、学生支援を担う教職員側の負担にも

配慮し、ストレスチェックや業務分担の見直しなど、教職員のメンタルヘルスにも留意する必要がある。

４．教育実施組織・教員 

【課題】

教育実施組織・教員に関する自己点検評価では、「満たしている」が２件～６件、「概ね満たしている」

が２件～５件、「満たしていない」が０件であった。教育課程を安定的に実施するための体制は概ね整備



されていることが確認できる。

特に、資格・要件を備えた教員の確保や採用基準の整備、教員の授業担当状況や専門性の把握につい

ては適切に行われており、教育の質を担保する基盤が確立されている点は評価できる。また、教員間の

連携・協力体制や、企業等と連携した研修・FD 活動も一定程度実施されている。一方で、教員組織の業

務分担や責任体制の明確化、FD 活動の体系性については「概ね満たしている」にとどまる項目が多く、

組織的・継続的な取り組みとしては、さらなる充実が求められる状況が明らかとなっている。

【今後の改善方策】

教員組織の機能強化と教員個々の専門性・教授力の向上を両立させる取り組みを進める必要がある。

まず、教員組織における役割分担や責任体制をより明確にし、組織として教育改善に取り組む仕組みを

整備する。教員間で授業運営や学生対応の情報を共有し、教材や指導方法を蓄積することで、個人の教

員に負担が偏らない組織的な指導体制を整える。そのうえで、FD 活動については学校全体での方針を明

確にし、授業改善や教育課程の見直しと連動させた計画的・継続的な実施を図る。

特に、職業実践専門課程においては、企業等と連携した研修や情報交換の機会を拡充し、最新の業界

動向や実務知識を教育に反映させることが重要である。また、教員の自己啓発や研究活動を支援する体

制を整備することで、教育の質の維持・向上と組織全体の教育力強化を推進する。

【関係者評価】

生成 AI の活用は業務効率化に有効である一方、学生情報や個人情報を入力しないこと、誤情報や情報

漏えいのリスクを理解したうえで活用することを、教職員・学生双方に指導していく必要がある。

また、学校の中だけで解決が難しい課題については、外部の知見を取り入れられる体制を作り、必要

に応じて専門家へ相談できる仕組みを構築することが望ましい。

５．教育環境 

【課題】

教育環境に関する自己点検評価では、施設・設備の整備、安全対策、防災体制、ならびに施設・設備

の点検・改善の各項目において「満たしている」が４件～６件、「概ね満たしている」が１件～３件、「満

たしていない」が０件となった。教育活動を支える環境が総合的に良好な水準にあることが確認できる。

特に、教育上の必要性に対応した施設・設備や機械器具の整備、自習室など学習支援を目的とした施設、

学生の休憩・食事スペースの確保については高く評価されており、学生が安心して学べる環境が整備さ

れている。

また、学校保健安全法に基づく安全計画や防災組織の運用、施設・設備の日常点検や計画的な改修・

更新も適切に実施されている。一方で、図書室の充実や活用の促進については「概ね満たしている」に

とどまり、学修支援のさらなる充実に向けた改善の余地が認められる。

【今後の改善方策】

現在、維持されている良好な教育環境を安定的に継続するとともに、学修支援機能の質的向上を図る

ことが重要である。施設・設備については、開校１５年を迎えた校舎であることから、引き続き計画的



な点検・更新を実施し、安全性と教育効果の両面を確保する。また、図書室については、物理的にスペ

ースの確保が難しい状況があるものの、ブックスタンドを整備するなどして専攻分野に対応した専門

書・参考図書の体系的な整備を進めるとともに、電子書籍やオンライン資料の活用を推進する。これに

より、授業や課題と連動した活用方法を検討し、学生の主体的な学習の促進を図る。加えて、防災・安

全対策については、教職員および学生への周知や訓練を継続的に行い、非常時にも適切に対応できる体

制を強化する。これらの取り組みを通じて、教育環境のさらなる充実と学修成果の向上を支える基盤整

備を推進する。

【関係者評価】

大規模災害への対応は地域にとっても重要な課題であり、学校施設が地域の避難や支援にどのように

関われるか、地域と連携して検討していくことが望ましい。

また、カスタマーハラスメント対策に関する条例等、社会の新しい動きについても情報収集を行い、

必要に応じて学生指導や学校運営に反映していくことが重要である。

６．教育活動の基盤と改善・向上の取り組み 

【課題】

教育活動の基盤と改善・向上の取り組みに関する自己点検評価では、中期事業計画、財務基盤、学校

運営、学校評価、情報公開の各項目において「満たしている」が４件～６件、「概ね満たしている」１件

～３件、「満たしていない」が０件となった。本校の教育活動を支える経営・運営基盤は概ね安定してい

ると評価できる。特に、中長期的な計画の中に教育目的・目標の実現に向けた具体的施策が位置付けら

れており、また、学校評価の実施、結果の公表、改善への取り組みについては高い評価を得ている。

さらに、職業実践専門課程における教育課程編成委員会の定期的な開催や、外部意見を踏まえた改善活

動も一定の成果を上げている。一方で、財務基盤や学校運営体制については、将来を見据えたさらなる

強化が今後の課題として明らかとなっている。

【今後の改善方策】

中長期的な視点に立った事業計画と教育目的・教育目標との関連をより明確にし、各学科・コースの

教育活動、学生支援、就職支援が学校全体の方針に基づいて進められるよう体系的に整理する。

また、学校評価については、外部委員からの意見や社会的要請を積極的に取り入れ、評価結果を点検

にとどめることなく、具体的な改善策として組織的・継続的に実行する体制を強化する。さらに、教育

活動や学修成果に関する情報公開は、ホームページ、学校案内、オープンキャンパスに加え SNS 等を活

用し、分かりやすく発信していく。これにより産業界や地域社会との信頼関係を深めることで、社会(地
域)から支持される学校運営の実現を目指す。

【関係者評価】

地域課題として人口減少、県外流出、ジェンダーギャップ、災害対応、人材不足などが挙げられ、専

門学校には地域で活躍する人材を育て、県内定着につなげる役割が期待される。特に、女性が地域社会

や職場で活躍できるような教育、三重県内企業の魅力を学生に伝える取り組み、自治会活動や地域ボラ



ンティアへの参加機会の提供など、地域との接点を増やすことが有効である。

税理士業界については、高齢化が進む中で若手人材の育成が課題であり、税理士試験の受験資格緩和

を踏まえ、会計科目の学習や年末調整・確定申告等の実務に結び付く教育が重要である。

医療事務分野については、給与面や休日面から志望者が減少している現状がある一方、医療機関では

人材が必要とされており、仕事の魅力ややりがいをどのように伝えるかが課題である。

学生募集に関しては、大学進学者が増える中で大学側も危機感を持ち始めており、今後さらに競争が

激しくなるため、これまでの合格率や就職率といった価値訴求に加え、学校の雰囲気、教員との距離、

半学生・半社会人として成長できる環境など、共感を得られる情報発信が必要である。

学校関係者評価委員会 
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